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１．災害発生初期段階の小型無人航空機（ＵＡＶ）活用検討 

取り扱いが容易な小型無人航空機（UAV）は、防災・建設(i-construction)・警備・消防・文化財・

環境調査・報道・芸能・農業・物流・施設設備管理など多くの分野で活用されている。 

 一方、近年、自然災害が頻発・甚大化している。既に、普及が進んでおり、取り扱いが容易なUAV

は、災害発生初期段階における被災状況等の情報（映像）を安全・迅速かつ効果的・効率的に取得す

る有効な手段となる可能性がある。UAV

活用の有効性を図 1に示す。近畿技術事務

所では、被災状況調査に関する UAV運用

の手引き（案）を作成した。これは、UAV

を活用した災害発生初期段階における情報

（映像）収集を、安全・迅速かつ確実に行

うことが出来る共通的な運用の手引きであ

る。 

また、UAVに係る法規制にも図 2に示す

ような特例が設けられ、UAV活用が促進さ

れている。 

２．被災状況調査に関する UAV 運用の手引き（案）の概要 

 被災の種別は、複合的な大規模災害以外の災害を想定した。想定した災害種別は河川災害・海岸災害・

土砂災害・道路災害の 4種類、被災種別は堤防護岸崩壊・河川氾濫浸水・土石流・斜面崩壊・道路法面

崩壊・橋梁倒壊の 6 種類である。また、対象者は 10 時間以上の飛行経験がある国交省事務所職員を想

定した。被災現場での撮影は安全飛行や、二次災害防止の観点から 3名体制を標準とした調査体制とし

た。撮影手順は、被災場所の位置関係がわかるように周辺状況との関連や連続性、被災場所の全体像の

概要把握を行い、調査の安全を確認した後で、段階的に被災状況の詳細を撮影することとした。 

 UAVは近畿技術事務所で所有し、必要に応じて管内事務所に貸し出すことを想定している。近畿技術

事務所が所有するUAVとそれらの被災状況調査への適用性を図 3に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 無人航空機（UAV）活用の有効性 

図 2 法規制における特例 

図 3 近畿技術事務所が所有する UAV とそれらの被災状況調査 

小型無人航空機（UAV）による災害初期の被災状況について
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被災状況調査の流れは、大まかに図 4のようになる。被災状

況調査を実施するにあたっての主な留意点は下記の通りで

ある。 

・ 出動待機（事前準備） 

出動人員の確保という観点では、撮影は 3 名体制を標準

とする。撮影アングルが重要な場合は 4名体制とする。見張

り員が必要な場合は、必要に応じて人員を増やす。機材準備・点検の観点では、機材準備に対応するチ

ェックリストによる確認、電源を必要とする機器の充電状態（満充電）の確認、データで記憶媒体（SD

カード等）の規格・残容量の確認、現場での通信機器（トランシーバー・携帯電話等）の準備である。 

・ 現地準備（飛行準備） 

 安全に離着陸できる場所の確認（平坦で障害が無い）、周辺障害物の確認（電柱・電線・樹木・建物・

柵など）、被災状況や飛行可能時間を想定した無理のない飛行計画作成である。 

・ 飛行・撮影 

 撮影高度に応じた撮影速度（詳細撮影では 3m/s程度）、映像の視認性・判読のしやすさを考慮したカ

メラアングル操作速度（急な操作を控えてゆっくりと操作）である。 

３．UAVによる被災状況調査（撮影事例） 

 実際に UAV で撮影した事例を図 5 に示す。全体の俯瞰した撮影から局所的な詳細な撮影まで、実施

できている。今年度、実際の災害が発生した際にも、UAV による災害初期段階での撮影が行われてお

り、今後、更なる活用が期待される。 

図 4 被災状況調査の流れ 

図 5 UAVによる災害初期段階での撮影事例 
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近畿技術事務所では、災害現場への出動要請があれば、小型無人航空機
（ＵＡＶ）を使って被災状況を調査します。

～ 小型無人航空機（UAV)による被災状況調査 ～

H30.6.18 大阪府高槻市
（府道16号道路陥没）

H31.1.29 京都府福知山市
（一般国道9号道路法面崩落）

R2.7.10 奈良県十津川村
（河道閉塞箇所状況確認）

H30.8.24 和歌山県新宮市
（熊野川浸水状況確認）

H30.7.6 京都府亀岡市
（桂川浸水の状況確認）

R３.５.７ 奈良県王寺町
（一般国道２５号道路法面崩壊）

R３.８.１５ 滋賀県大津市
（一般国道１６１号土砂流出）

R3.1０.７ 和歌山県和歌山市
（紀の川水管橋落橋）

R３.８.１５ 滋賀県大津市
（一般国道１号土砂流出）

H30.7.6 京都府京都市
（桂川河川の状況確認）

H30.7.8 大阪府能勢町
（一般国道173号道路法面崩落）

調査日 調査場所 被災事象 要因

平成30年6月18日
大阪府高槻市
（府道16号）

水道管破裂による
道路陥没

大阪北部を震源
とする地震

平成30年6月21日 大阪府箕面市 斜面崩壊
大阪北部を震源
とする地震

平成30年7月6日
京都府京都市
（淀川水系桂川）

河川の状況確認 集中豪雨

平成30年7月6日
京都府亀岡市
（淀川水系桂川）

浸水の状況確認 集中豪雨

平成30年7月8日
大阪府能勢町
（一般国道173号）

道路法面の崩壊 集中豪雨

平成30年8月24日
和歌山県新宮市
（新宮川水系熊野川）

浸水の状況確認 台風２０号

平成31年1月29日
京都府福知山市
（一般国道9号）

道路法面の崩壊  

令和2年7月10日
奈良県十津川村
（紀伊山系砂防）

河道閉塞箇所の
状況確認

集中豪雨

令和3年5月7日
奈良県王寺町
（一般国道25号）

道路法面の崩壊  

令和3年8月15日
滋賀県大津市
（一般国道1号）

土砂流出 集中豪雨

令和3年8月15日
滋賀県大津市
（一般国道161号）

土砂流出 集中豪雨

令和3年10月7日
和歌山県和歌山市
（紀の川水系紀の川）

水管橋の落橋 　

近年の小型無人航空機（UAV）による被災状況調査
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近畿地⽅整備局において令和３年 10 ⽉ 1 ⽇より 12 ⽉末までに新技術情報提供システム（NETIS）

へ登録した新技術は 22 技術で、その概要は表-1のとおりです。 
登録状況については、前年の同時期の 14 技術と⽐較して約６割増です。 
登録された技術の区分は、製品が９技術、⼯法が７技術、機械が３技術、システムが２技術でし

た。製品技術・⼯法技術・機械技術の合計で約９割となり、残りが１割となっています。製品技術
の登録が多くなっているのは、メーカー側の参⼊が増加したためと考えられ、新技術への関⼼の広
がりを感じます。 

⼯種別の登録状況では、橋梁上部⼯と仮設⼯と道路維持修繕⼯とトンネル⼯が各３件、電気通信
設備と機械設備と付属施設と共通⼯が各 2 件、調査試験と公園で各１件となっています。⼯種に偏
りがあることから、年間で多く活⽤される⼯種と⼀致していません。⼯種別に関しても、メーカー
側の開発技術が多く登録されています。また、ソフトウエア関連会社との連携により開発される技
術も、近年、増加する傾向があり、デジタル化への胎動を感じます。 

各技術とも現場の省⼒化、安全性や品質向上等に着⽬した技術となっており、技術の活⽤により
⽣産性の向上が期待できます。 

 
表-1  新規登録した 22 技術（令和３年 近畿地⽅整備局登録 10 ⽉〜12 ⽉） 
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令和３年度４⽉から令和３年 12 ⽉までの総⼯事発注件数は 1285 件、新技術を活⽤した⼯事件

数は 448 件で、新技術の活⽤率は 34.9％となっています。 
令和３年度４⽉から令和３年 12 ⽉の 9 ヶ⽉間における新技術の活⽤状況について、昨年同期と

⽐べ、新技術を活⽤した⼯事件数は 41 件、活⽤率は 1.8％、いずれも増加しました。活⽤⽅式は、
2060 技術のうち、214 件が発注者指定型・発注者指定型(選択肢提⽰型)、残りの 1846 件が施⼯
者選定型で活⽤されています（図-１、図-２参照）。 

 
新技術を活⽤した⼯事件数では、197 現場が発注者指定型・発注者指定型(選択肢提⽰型)、251

現場が施⼯者選定型となっています。 
令和３年４⽉から令和３年 12 ⽉の近畿地⽅整備局において、最も多く活⽤された新技術の⼯種

は「仮設⼯」で、「ＣALS 関連技術」、「⼟⼯」、「コンクリート⼯」、「道路維持修繕⼯」の順に活⽤
されており、順位の傾向は全国的に類似しています（表-３参照）。また､上位３⼯種で 53％程度を
占めていることも令和２年度と同様の傾向です。 
 
 
 
 

図-１ 新技術活⽤状況（令和 3 年 4 ⽉〜令和 3 年 12 ⽉） 

図-2 活⽤した技術件数の類型 
  （令和 3 年 4 ⽉〜令和 3 年 12 ⽉） 

表-3 近畿地⽅整備局における⼯種別活⽤ランキング 
（令和 3 年 4 ⽉〜令和 3 年 12 ⽉） 

工 　種 活用件数
1 仮設工 438
2 ＣＡＬＳ関連技術 366
3 土工 280
4 コンクリート工 271
5 道路維持修繕工 136
6 共通工 89
7 港湾・港湾海岸・空港 84
8 舗装工 76
9 調査試験 64

10 電気通信設備 60
その他（16工種以外） 196

2060合計
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今回の会議で審議された技術は、表-1 のとおり、事後評価 3 件、再評価３件で計 6 件です。⼯

種分類では、橋梁上部⼯ 2 件、道路維持修繕⼯ 4 件でした。今回の評価会議では、計 6 件の評価技
術のうち、有⽤な技術「活⽤促進技術」として２つの技術「CIM モデル管理システム「CIM-PDF」」
「コンクリート構造物の断⾯修復材料「ゴムラテシリーズ」」が承認されました。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

新技術活⽤評価会議だより 
〜 令和３年度 第３回会議の開催状況 〜 

令和３年１２⽉２２⽇（⽔）に近畿地⽅整備局別館⼤会議室において、 
対⾯会議⽅式とリモートＴＶ会議⽅式の併⽤で開催しました。 

表-1 審議された技術の⼀覧表 

NETIS登録番号 技術名 工種 分類

① QS-160043 エレクトロリムーバー 道路維持補修工 事後評価

② KK-170001 CIMモデル管理システム「CIM-PDF」 橋梁上部工 事後評価

③ KK-180029 VR技術を用いた橋梁工事安全教育システム 橋梁上部工 事後評価

④  KT-150081 EPP(エコ・ペイント・ピーリング)工法 道路維持修繕工　 再評価

⑤  KK-160028 パントレ工法 道路維持修繕工　 再評価

⑥ QS-150017
コンクリート構造物の断面修復材料
「ゴムラテシリーズ」

道路維持修繕工　 再評価

技術内容

電磁波誘導加熱による有害物質を含んだ塗膜除去補助工法

無償のPDFビューワで運用可能な属性編集機能付の3D-PDFデータを用いたCIMモデル管理
システム

仮想現実(バーチャルリアリティー)技術を用いた体感型安全教育システム

水性塗膜剥離剤による塗膜の剥離工法

鋼構造物(橋梁等)における、環境対応型塗膜剥離剤による塗膜除去技術

プレミックス型超速硬ポリマーセメントモルタル・コンクリート
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もっとふれあうテクノロジー 

国土交通省近畿地方整備局 

近 畿 技 術 事 務 所 
〒736-0082 
大阪府枚方市山田池北町 11-1 
TEL：072-856-1941 

Ministry of Land,Infrastructure,Transport and 
tourism，Kinki Regional Development Bureau 

Kinki Technical Office 
 
 

近畿建設新技術活用通信は近畿技術事務所のホームページでも公開中です。 

(https://www.kkr.mlit.go.jp/kingi/develop/correspondence.html) 
 

近畿建設新技術活用通信 検索 
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